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【削減状況の自己評価】

ｔCO2

⑤

達成率等

以下指標の状況

ベンチマーク

（原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

関連数値(令和 4

0.799 0.746

対象事業の名称

基準年度

（該当事業者のみ記入）

4 ）年度

ベンチマーク指標

食料品スーパー業

年度)

ｔCO2

年度)

バスカンパニー津山支店 122

令和 4 箇年度）

未達達成5.0

① バスカンパニー岡山営業所

目標削減率

1,115

8

）年度削減実績

計画期間：

④ バスカンパニー倉敷営業所

② バスカンパニー玉野営業所

5

目標年度(

本票作成

分類
コード

事業の
概　要

④

部署名：

番号

③CO2換算3,000t以上

43

（●工場等の数 43 所 ●車両台数（②該当の場合）

岡山市中区国富６１５－１

倉敷市昭和２－１－５

台）

4 8

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

4

（令和

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

①

③ バスカンパニー西大寺営業所 岡山市東区西大寺上１－１－５０

両備ホールディングス株式会社
700-8518

業種名：道路旅客運送業

路線バス･観光バス事業、貨物運送事業、食品小売事業、不動産事業、他

ｔCO2

バスカンパニー玉野営業所 玉野市築港２－１８－８

バスカンパニー倉敷営業所

削減目標の
達成状況

主な工場等
の排出量

番号

14,648

②

ｔCO2

)年度排出量

14,844

工場等の名称 所　　在　　地

主たる業種

県内の
主　な
工場等

バスカンパニー岡山営業所

岡山市北区下石井二丁目１０－１２　杜の街グレース　オフィススクエア５階

創夢本部

バスカンパニー津山支店 津山市津山口１２６－１

①燃料等原油換算1,500kℓ以上特定事業者
の該当要件

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

・バス・タクシーにおける計画通りエコドライブ、エンジンカットなどの取り組みの継続。
　コロナ禍の観光需要の冷え込み等による燃料消費減＝温室効果ガス排出量が減少。
・営業所の縮小統合、節電により電気消費量の削減。

・ストア店舗における冷蔵・空調機器更新よる電気消費量の削減。

107.1%

1,371

2,253

226

⑤

温室効果ガス

目標年度

ｔCO2ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

ｔCO2

令和

目標達成

③ バスカンパニー西大寺営業所

）年度排出量4

1.3

ｔCO2

1,747

工場等の名称

ｔCO2

原単位当たり排出量

14,101

年度)基準年度（令和 3 令和 令和

CO2/( CO2/( CO2/(



【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

【推進体制】

（令和４年度実施分）太陽光発電PPA導入のための情報収集、検討
（今後実施予定分）ストアカンパニー店舗、テクノモビリティカンパニー工場おいて、太陽光発
電（PPA)を導入予定

　 無

　 無
県内で
の取組

全事業所

ストアカンパニー

バスカンパニー
（バス、一部タクシー）

ストアカンパニー
テクノモビリティカンパニー

（令和４年度実施分）
・ドレスコードフリーによる冷暖房の適正温度設定による節電継続
・社用車のハイブリッド車・EV車導入推進

・店舗内外の照明のLDE化、間引き点灯継続
・空調・冷蔵設備の未更新店舗での更新
・店内＝２６℃、倉庫・事務所＝２８℃の空調温度の厳守継続
・空調、および冷蔵設備のフィルター清掃をこまめに実施継続

・デジタコ導入によるエンジンカット状況等の確認と指導の徹底

（今後実施予定分）
一部店舗において、太陽光発電（PPA)を導入予定
吉備工場において、太陽光発電（PPA)を導入予定

　 無

その他

その他

県内で
の取組

工場等の名称

・省エネ法、温対法に基づくエネルギー管理体制のもと、エネルギー使用状況の確認をしている。
・グリーン経営認証取得、Ｇマーク取得など運輸交通部門を中心に、安全安心と環境問題の両立に取り
組んでいる。
・両備グループ全体の脱炭素を推進する担当を両備グループ経営戦略本部　未来事業推進室内に設置
し、各社のエネルギー消費量の把握と削減対策の１つとして太陽光発電（PPA）の構築を推進することと
なった。

有　

実施した措置及び今後の取組の内容


